
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,322 円 3,520 円

4,322 円 3,592 円

4,322 円 3,610 円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本料金（10m3未満2,573円）、10m3を超え30m3まで143円、30m3を超え50m3まで153円、50m3を超えるも
の162円
※過去加入金を安価に設定していたため、平成19年基本料金に1,000円加算して（新規も同様）５年間徴収し
ていた。

法非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 2,069人/km2
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無し

処 理 区 数 1区

処 理 場 数 1処理場

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

吾妻川に沿う国道１４４号を幹線として、村内の吾妻川下流に終末処理場を設け、地形を利用し汚水を効率
的に集約できる地域を特定環境保全公共下水道区域として定めた。（処理方法の最適化）

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成7年（22年）
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

事 業 名 ： 特定環境保全公共下水道

嬬恋村下水道事業（特定環境保全公共下水道）経営戦略

団 体 名 ： 嬬恋村



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　供用開始から20年以上が経過し、処理施設や当初布設された管渠の経年劣化がしている。処理施設については点検整備を実施し、寿
命を迎えた機器について修繕を実施している。
　初期の処理施設機器設置割合が高いため、費用が収入を上回るている状態であるが､今後も現在の人口数の推移等を考慮すると料金
収入は、横ばいか右肩下がりになると思われる。
　より一層の経費削減に努める必要があるが、施設の経年劣化が進んでおり、修繕や改修工事の必要性が高まっている。
　今後、施設の老朽化対策とし、ストックマネジメントを実施し補助事業を活用した施設の修繕や改修工事を進めて行く必要がある。
　また、料金収入確保にむけ、接続率や徴収率の向上に努めるとともに、下水道料金の見直しの必要性がある。
（経営比較分析表より抜粋）

下水道関係職員4名
課長１・補佐１・下水係１・庶務１

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

処理場、マンホールポンプの維持管理については、民間委託を行って
いる。

 イ　指定管理者制度 なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4 なし

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5 なし

事 業 運 営 組 織 嬬恋村役場　上下水道課において公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計を運営

職 員 数



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
群馬県　嬬恋村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

29.34 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 9,906 337.58

－

- 該当数値なし 40.95 94.33 4,322 4,015 1.94 2,069.59 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

(1)各指標の分析
①収益的収支比率について、平成25年度の悪化につ
いては下水道料金特例加算（5年間月千円上乗せ）
がほぼ一斉に終了し、収入が減少したことが影響し
ている。それ以降多少の改善はみられるが、赤字が
続いているため、更に経費の削減に努める必要があ
る。
④企業債残高対事業規模比率について、建設工事は
一部を残し終了している状況であり、類似団体と比
較してもほぼ同じ比率となっている。
⑤経費回収率について、平成25年度の悪化は①収益
的収支比率悪化と同様の理由であるが、以降、類似
団体と比較し低い水準となっており、接続率の向上
や料金の未納対策を図る必要がある。
⑥汚水処理原価について、類似団体と比較し高い水
準となっており、接続率の向上など有収水量の増加
を図る必要がある。
⑦施設利用率について、類似団体と比較し平成27年
度は高い水準となっているが、有収水量に変動があ
るため、接続率の向上につとめ有収水量の増加を進
める必要がある。
⑧水洗化率について、類似団体と比較し高い水準を
維持しているが、更に未接続世帯の解消に努めてい
く必要がある。
(2)現状と課題
　収入で費用を賄えていない状態であり、今後も料
金収入については人口減少や節水意識の高まりを受
け、横ばいか減少するものと思われるため、経費削
減や接続率の向上に努める必要がある。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

(1)各指標の分析
③管渠改善率について、年間500m程度の管渠点検を
実施し、部分的な破損箇所は確認でき修繕を実施い
ているが、大規模な破損は確認されていないため管
渠の更新にはいたっていない。
(2)現状と課題
　供用開始から20年以上が経過し、処理施設や当初
布設された管渠の経年劣化がしている。処理施設に
ついては点検整備を実施し、寿命を迎えた機器につ
いて修繕を実施している。
　初期の処理施設機器設置割合が高いため、今後大
規模な修繕や改修工事の必要性が高まっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　費用が収入を上回るている状態であるが､今後も
現在の人口数の推移等を考慮すると料金収入は、横
ばいか右肩下がりになると思われる。
　より一層の経費削減に努める必要があるが、施設
の経年劣化が進んでおり、修繕や改修工事の必要性
が高まっている。
　今後、施設の老朽化対策とし、ストックマネジメ
ントを実施し補助事業を活用した施設の修繕や改修
工事を進めて行く必要がある。
　また、料金収入確保にむけ、接続率や徴収率の向
上に努めるとともに、下水道料金の見直しの必要性
がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

経営理念
　人口減少や節水意識の高まりにより、汚水水量の減少に伴う料金収入の減少が予想される中、下水道事業は村民の生活や村の産業に
直接的な影響を及ぼす基盤事業であると位置づけ、持続的で健全な運営を図りながら、公共水域の水質保全、住民の快適で安全・安心な
むらづくりに貢献することを基本理念とします。

基本方針
　下水道事業は村民の生活や村の産業に直接的な影響を及ぼす基盤であるため、重要性や劣化状況に応じた優先度を検討した上で、予
防保全型の維持管理に努めます。

　今後、節水意識の向上や節水型機器の普及、使用人口の減少により、汚水水量の減少（＝料金収入の減少）が予想されるため、管理体
制の効率化、コスト削減に努めます。

　嬬恋村水洗便所改造資金融資制度や嬬恋村住宅改修等助成金制度について周知し、接続率・水洗化率の向上に向け積極的な広報活
動を行います。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　耐用年数を土木・建築施設については『50年』、機械・電気施設については通常の耐用年数15年のところ、点検の結果、劣化・損傷が軽
微であることから耐用年数を『25年』として将来予測を５０年間試算し、総費用を年度ごとに平準化した投資額を用いて計画を行った。

　人口の将来予測値は嬬恋村総合戦略の推計値を参考として、その値から予測される人口の減少率を考慮し、料金収入も同様に減少して
いくものとした。過去実績値も人口減少と同様に減少しており、過去実績値の減少額の平均値を、計画期間での年間減少額として計画を
行った。
　起債、繰入金は過去実績を考慮し、平準化した投資額に合わせ計画を行った。

　既存の電気料金契約よりも安価な電気料金のプランへの変更を行い、定期的に電気料金プランについて見直しを行い、最適なプランへと
変更することで経費削減に努めている。
　バチルス菌等による活性汚泥の活性を高め汚泥処理費の削減に努めている。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

動力費に関する事項

今後、維持管理計画及び更新計画の策定に向け、適正な維持管理及び計画的な更新
計画を行う事で、動力費の削減に努めていく。

その他の取組

なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

経営戦略策定後は、毎年度後に計画値と実績値を検証していき、計画値と実績値が乖離している
状況を確認したら、速やかに見直しを行い、健全な経営状態を維持していくことに努める。

薬品費に関する事項

今後、維持管理計画及び更新計画の策定に向け、適正な維持管理及び計画的な更新
計画を行う事で、薬品費の削減に努めていく。

修繕費に関する事項

今後、維持管理計画及び更新計画の策定に向け、適正な維持管理及び計画的な更新
計画を行う事で、修繕費の削減に努めていく。

委託費に関する事項

なし

その他の取組

なし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

なし

職員給与費に関する事項

なし

その他の取組

なし

使用料の見直しに関する事項

料金収入の将来予測を今後も行い、料金収入の低下による財政状況を見極め、使用料
金の見直し時期を定め、検討していく。

資産活用による収入増加
の取組について

なし

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

投資の平準化に関する事項

今後ストックマネジメントや長寿命化計画を策定して、現状に見合った施設規模（ダウン
サイジングや統廃合）を検討していき、投資計画の見直しや平準化に努めていく。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

なし

広域化・共同化・最適化に関する事項

料金算定システムを６町村（中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町）
で統一してシステムの最適化を図るべく現在、協議会を設置して検討している。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 262,186 232,052 231,888 231,670 231,458 231,075 230,692 230,309 229,926 229,543 229,160 228,777

（１） (B) 70,990 70,052 69,888 69,670 69,458 69,075 68,692 68,309 67,926 67,543 67,160 66,777

ア 70,990 70,052 69,888 69,670 69,458 69,075 68,692 68,309 67,926 67,543 67,160 66,777

イ (C)

ウ

（２） 191,196 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000

ア 191,182 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000

イ 14

２ (D) 113,670 103,789 99,121 94,274 89,355 84,263 79,102 74,112 69,755 66,370 64,038 62,314

（１） 48,119 45,229 45,873 46,500 47,113 47,710 48,295 48,866 49,426 49,974 50,512 51,039

ア 9,264 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

イ 38,855 35,229 35,873 36,500 37,113 37,710 38,295 38,866 39,426 39,974 40,512 41,039

（２） 65,551 58,560 53,248 47,774 42,242 36,553 30,807 25,246 20,329 16,396 13,526 11,275

ア 63,724 58,560 53,248 47,774 42,242 36,553 30,807 25,246 20,329 16,396 13,526 11,275

イ 1,827

３ (E) 148,516 128,263 132,767 137,396 142,103 146,812 151,590 156,197 160,171 163,173 165,122 166,463

1 (F) 48,912 108,000 108,000 289,723 289,723 289,723 289,723 289,723 289,723 289,723 289,723 289,723

（１） 113,577 113,577 113,577 113,577 113,577 113,577 113,577 113,577 113,577

（２） 48,068 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000

（３）

（４）

（５） 68,146 68,146 68,146 68,146 68,146 68,146 68,146 68,146 68,146

（６）

（７） 844

２ (G) 195,518 187,346 192,357 422,855 427,529 429,777 427,619 413,913 396,092 366,051 354,422 340,000

（１） 14,775 227,155 227,155 227,155 227,155 227,155 227,155 227,155 227,155 227,155

7,775

（２） (H) 180,743 187,346 192,357 195,700 200,374 202,622 200,464 186,758 168,937 138,896 127,267 112,845

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 146,606 △ 79,346 △ 84,357 △ 133,132 △ 137,806 △ 140,054 △ 137,896 △ 124,190 △ 106,369 △ 76,328 △ 64,699 △ 50,277

(J) 1,910 48,917 48,410 4,264 4,297 6,758 13,694 32,007 53,802 86,845 100,423 116,186

(K)

(L) 7,146 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

(M)

(N) 9,056 55,917 55,410 11,264 11,297 13,758 20,694 39,007 60,802 93,845 107,423 123,186

(O)

(P) 9,056 55,917 55,410 11,264 11,297 13,758 20,694 39,007 60,802 93,845 107,423 123,186

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 70,990 70,052 69,888 69,670 69,458 69,075 68,692 68,309 67,926 67,543 67,160 66,777

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 2,339,608 2,152,264 1,959,906 1,877,784 1,790,987 1,701,942 1,615,055 1,541,873 1,486,514 1,461,195 1,447,505 1,448,238

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

191,182

191,182

48,068

32,301

15,767
239,250

平成38年度

平成29年度
(本年度)

平成29年度
(本年度)

80

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

合 計

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

96 112 120 131

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

80 80 80 81 83 88収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 89

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

平成38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成35年度 平成36年度 平成37年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息



平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,322 円 3,436 円

4,322 円 3,482 円

4,322 円 3,542 円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本料金（10m3未満2,573円）、10m3を超え30m3まで143円、30m3を超え50m3まで153円、50m3を超えるも
の162円
※過去加入金を安価に設定していたため、平成19年基本料金に1,000円加算して（新規も同様）５年間徴収し
ていた。

法非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 1,895人/km2
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無し

処 理 区 数 4区

処 理 場 数 4処理場

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

他地域との汚水処理を地理的な条件のため、包括的に行うことができない集落について、集落ごとに処理場
を設け、農業集落排水区域として定めた（処理方法の最適化）

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成7年（22年）
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

事 業 名 ： 農業集落排水

嬬恋村下水道事業（農業集落排水）経営戦略

団 体 名 ： 嬬恋村



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　農業集落排水施設は4地区あり、平成7年、12年17年及び21年の供用開始となっており早期に稼働した施設は供用開始から20年以上が
経過し、処理施設や当初布設された管渠の経年劣化がしている。
　処理施設については点検整備を実施し、寿命を迎えた機器について修繕を実施している。
　今後、現在の人口数の推移等を考慮すると料金収入は、横ばいか右肩下がりになると思われるので、より一層の経費削減に努める必要
がある。
　また供用開始の早い地区より施設の経年劣化により施設の修繕や改修工事の必要性があるため、計画的に平準化し改修事業を進めて
行く必要がある。（経営比較分析表より抜粋）

下水道関係職員4名
課長１・補佐１・下水係１・庶務１

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

処理場、マンホールポンプの維持管理については、民間委託を行って
いる。

 イ　指定管理者制度 なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4 なし

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5 なし

事 業 運 営 組 織 嬬恋村役場　上下水道課において公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計を運営

職 員 数



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
群馬県　嬬恋村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

29.34 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 9,906 337.58

－

- 該当数値なし 26.88 82.28 4,322 2,635 1.39 1,895.68 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

(1)各指標の分析
①収益的収支比率について、平成25年度の悪化につ
いては下水道料金特例加算（5年間月千円上乗せ）
がほぼ一斉に終了し、収入が減少したことが影響し
ている。それ以降多少の改善はみられるが、赤字が
続いているため、更に経費の削減に努める必要があ
る。
④企業債残高対事業規模比率について、建設工事は
終了している状況であり、類似団体と比較し低い水
準となっている。
⑤経費回収率について、平成25年度の悪化は①収益
的収支比率悪化と同様の理由であるが、相対的に類
似団体と比較し高い水準となっている。平成27年度
は低下したため、更なる経費の削減に努める必要が
ある。
⑥汚水処理原価について、類似団体と比較し低い水
準となっているが、更に接続率の向上など有収水量
の増加を図る必要がある。
⑦施設利用率について、類似団体と比較し高い水準
となっている。
⑧水洗化率について、類似団体と比較し高い水準を
維持しているが、更に未接続世帯の解消に努めてい
く必要がある。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

(1)各指標の分析
③管渠改善率について、年間500m程度の管渠点検を
実施し、部分的な破損箇所は確認でき修繕を実施い
ているが、大規模な破損は確認されていないため管
渠の更新にはいたっていない。
(2)現状と課題
　農業集落排水施設は4地区あり、平成7年、12年17
年及び21年の供用開始となっており早期に稼働した
施設は供用開始から20年以上が経過し、処理施設や
当初布設された管渠の経年劣化がしている。
　処理施設については点検整備を実施し、寿命を迎
えた機器について修繕を実施している。
　今後、国庫補助事業による最適整備構想の策定に
より施設の改修工事を進めていく必要性がある。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　今後、現在の人口数の推移等を考慮すると料金収
入は、横ばいか右肩下がりになると思われるので、
より一層の経費削減に努める必要がある。
　また供用開始の早い地区より施設の経年劣化によ
り施設の修繕や改修工事の必要性があるため、計画
的に平準化し改修事業を進めて行く必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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当該値 209.96 40.36 0.00 97.64 0.00

平均値 1,239.20 1,197.82 1,126.77 1,044.80 1,081.80

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 100.00 100.00 93.30 99.58 89.59

平均値 51.56 51.03 50.90 50.82 52.19

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 200.20 179.28 184.15 174.82 197.69

平均値 283.26 289.60 293.27 300.52 296.14

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 67.77 68.49 62.10 64.47 65.76

平均値 55.20 54.74 53.78 53.24 52.31

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 93.47 94.04 94.35 94.03 94.76

平均値 83.73 83.88 84.06 84.07 84.32

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【1,015.77】 

【84.50】 【52.74】 【289.81】 【52.78】 

    【0.03】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

経営理念
　人口減少や節水意識の高まりにより、汚水水量の減少に伴う料金収入の減少が予想される中、下水道事業は村民の生活や村の産業に
直接的な影響を及ぼす基盤事業であると位置づけ、持続的で健全な運営を図りながら、公共水域の水質保全、住民の快適で安全・安心な
むらづくりに貢献することを基本理念とします。

基本方針
　農業集落排水事業は集落村民の生活や村の産業に直接的な影響を及ぼす基盤であるため、重要性や劣化状況に応じた優先度を検討
した上で、予防保全型の維持管理に努めます。

　今後、節水意識の向上や節水型機器の普及、使用人口の減少により、汚水水量の減少（＝料金収入の減少）が予想されるため、管理体
制の効率化、コスト削減に努めます。また、ダウンサイジングも視野に入れた検討をおこなっていきます。

　嬬恋村水洗便所改造資金融資制度や嬬恋村住宅改修等助成金制度について周知し、接続率・水洗化率の向上に向け積極的な広報活
動を行います。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　耐用年数を土木・建築施設については『50年』、機械・電気施設については通常の耐用年数15年のところ、点検の結果、劣化・損傷が軽
微であることから耐用年数を『25年』として将来予測を５０年間試算し、総費用を年度ごとに平準化した投資額を用いて計画を行った。

　人口の将来予測値は嬬恋村総合戦略の推計値を参考として、その値から予測される人口の減少率を考慮し、料金収入も同様に減少して
いくものとした。過去実績値も人口減少と同様に減少しており、過去実績値の減少額の平均値を、計画期間での年間減少額として計画を
行った。
　起債、繰入金は過去実績を考慮し、平準化した投資額に合わせ計画を行った。

　既存の電気料金契約よりも安価な電気料金のプランへの変更を行い、定期的に電気料金プランについて見直しを行い、最適なプランへと
変更することで経費削減に努めている。
　バチルス菌等による活性汚泥の活性を高め汚泥処理費の削減に努めている。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

動力費に関する事項

今後、維持管理計画及び更新計画の策定に向け、適正な維持管理及び計画的な更新
計画を行う事で、動力費の削減に努めていく。

その他の取組

なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

経営戦略策定後は、毎年度後に計画値と実績値を検証していき、計画値と実績値が乖離している
状況を確認したら、速やかに見直しを行い、健全な経営状態を維持していくことに努める。

薬品費に関する事項

今後、維持管理計画及び更新計画の策定に向け、適正な維持管理及び計画的な更新
計画を行う事で、薬品費の削減に努めていく。

修繕費に関する事項

今後、維持管理計画及び更新計画の策定に向け、適正な維持管理及び計画的な更新
計画を行う事で、修繕費の削減に努めていく。

委託費に関する事項

なし

その他の取組

なし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

なし

職員給与費に関する事項

なし

その他の取組

なし

使用料の見直しに関する事項

料金収入の将来予測を今後も行い、料金収入の低下による財政状況を見極め、使用料
金の見直し時期を定め、検討していく。

資産活用による収入増加
の取組について

なし

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

投資の平準化に関する事項

今後ストックマネジメントや長寿命化計画を策定して、現状に見合った施設規模（ダウン
サイジングや統廃合）を検討していき、投資計画の見直しや平準化に努めていく。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

なし

広域化・共同化・最適化に関する事項

料金算定システムを６町村（中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町）
で統一してシステムの最適化を図るべく現在、協議会を設置して検討している。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 151,976 117,290 117,019 116,908 116,769 116,357 115,945 115,533 115,121 114,709 114,297 113,885

（１） (B) 48,418 47,290 47,019 46,908 46,769 46,357 45,945 45,533 45,121 44,709 44,297 43,885

ア 48,418 47,290 47,019 46,908 46,769 46,357 45,945 45,533 45,121 44,709 44,297 43,885

イ (C)

ウ

（２） 103,558 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000

ア 103,546 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000

イ 12

２ (D) 77,233 71,025 70,297 69,513 68,751 67,934 67,013 66,148 65,449 64,992 64,707 64,786

（１） 53,684 49,737 50,940 52,125 53,294 54,448 55,587 56,713 57,825 58,925 60,012 61,089

ア 16,129 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

イ 37,555 39,737 40,940 42,125 43,294 44,448 45,587 46,713 47,825 48,925 50,012 51,089

（２） 23,549 21,288 19,357 17,388 15,457 13,486 11,426 9,435 7,624 6,067 4,695 3,697

ア 23,192 21,288 19,357 17,388 15,457 13,486 11,426 9,435 7,624 6,067 4,695 3,697

イ 357

３ (E) 74,743 46,265 46,722 47,395 48,018 48,423 48,932 49,385 49,672 49,717 49,590 49,099

1 (F) 826 70,000 70,000 160,720 160,720 160,720 160,720 160,720 160,720 160,720 160,720 160,720

（１） 51,840 51,840 51,840 51,840 51,840 51,840 51,840 51,840 51,840

（２） 308 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000

（３）

（４）

（５） 38,880 38,880 38,880 38,880 38,880 38,880 38,880 38,880 38,880

（６）

（７） 518

２ (G) 75,021 74,724 76,240 203,253 202,940 206,586 204,276 200,363 193,018 191,412 183,691 177,289

（１） 909 129,602 129,602 129,602 129,602 129,602 129,602 129,602 129,602 129,602

（２） (H) 74,112 74,724 76,240 73,651 73,338 76,984 74,674 70,761 63,416 61,810 54,089 47,687

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 74,195 △ 4,724 △ 6,240 △ 42,533 △ 42,220 △ 45,866 △ 43,556 △ 39,643 △ 32,298 △ 30,692 △ 22,971 △ 16,569

(J) 548 41,541 40,482 4,862 5,798 2,557 5,376 9,742 17,374 19,025 26,619 32,530

(K)

(L) 7,575 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

(M)

(N) 8,123 49,541 48,482 12,862 13,798 10,557 13,376 17,742 25,374 27,025 34,619 40,530

(O)

(P) 8,123 49,541 48,482 12,862 13,798 10,557 13,376 17,742 25,374 27,025 34,619 40,530

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 48,418 47,290 47,019 46,908 46,769 46,357 45,945 45,533 45,121 44,709 44,297 43,885

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 869,199 794,476 718,236 696,425 674,927 649,783 626,949 608,028 596,453 586,482 584,233 588,386

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年度

区 分
決 算
見 込

103,546

96,996

6,550

308

308

103,854

平成38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

平成29年度
(本年度)

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 100

赤 字 比 率 （ ×100 ）

89 90 96 101

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

80 82 82 80 84

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

地 方 債 残 高

平成28年度
(本年度)

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

合 計

80

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

平成33年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

82



平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,322 円 3,827 円

4,322 円 3,892 円

4,322 円 3,901 円

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本料金（10m3未満2,573円）、10m3を超え30m3まで143円、30m3を超え50m3まで153円、50m3を超えるも
の162円
※過去加入金を安価に設定していたため、平成19年基本料金に1,000円加算して（新規も同様）５年間徴収し
ていた。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

4,873人/km2

なし

無し

処 理 区 数 1区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

地形的な条件により、特定環境保全公共下水道区域、農業集落排水区域から外れる区域での汚水処理方
法として、浄化槽を設置する（処理方法の最適化）

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用

嬬恋村下水道事業（特定地域生活排水処理）経営戦略

平成16年（13年）

嬬恋村

特定地域生活排水処理

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　事業開始当初に設置した浄化槽が、設置後10年以上を経過し浄化槽本体の亀裂等の破損が､散見されている。施設の修繕費が近年増
加傾向にあるので、施設の老朽化とともに経費の維持管理経費の増大が懸念される。
　収益的収支比率かが100％を超えている状態であるが、今後の料金収入は横ばいか右肩下がりになると思われる。
　今後施設老朽化に伴う修繕費の増大が見込まれるため、施設維持管理のコスト削減の取り組みに努める必要がある。（経営比較分析表
より抜粋）

職 員 数
下水道関係職員4名

課長１・補佐１・下水係１・庶務１

嬬恋村役場　上下水道課において公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計を運営

なし

なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

なし

なし

 イ　指定管理者制度

浄化槽の定期点検、維持管理は、民間委託をおこなっている。

民 間 活 用 の 状 況



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
群馬県　嬬恋村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

29.34 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K3 9,906 337.58

－

- 該当数値なし 7.46 100.00 4,322 731 0.15 4,873.33 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

(1)各指標の分析
①収益的収支比率について、現在100％を超えて推
移しているが、今後も効率的な運営が必要である。
④企業債残高対事業規模比率について、類似団体と
比較し低い水準で推移しており投資規模は適切と思
われる。
⑤経費回収率について、類似団体と比較し高い水準
で推移しているが、更なる経費の削減に努める必要
がある。
⑥汚水処理原価について、類似団体と比較し低い水
準となっているが、個々の浄化槽の状況を把握し効
率的な施設管理を行っていく必要がある。
⑦施設利用率について、類似団体と比較し低い水準
となっている。また、建設基準法に則り施設規模決
定が行われるため、実際の使用水量と施設規模との
乖離があり低率になっていると考えられる。
⑧水洗化率については、接続を前提に浄化槽を整備
しているため100％である。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　事業開始当初に設置した浄化槽が、設置後10年以
上を経過し浄化槽本体の亀裂等の破損が､散見され
ている。施設の修繕費が近年増加傾向にあるので、
施設の老朽化とともに経費の維持管理経費の増大が
懸念される。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　収益的収支比率かが100％を超えている状態であ
るが、今後の料金収入は横ばいか右肩下がりになる
と思われる。
　今後施設老朽化に伴う修繕費の増大が見込まれる
ため、施設維持管理のコスト削減の取り組みに努め
る必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00
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平均値 60.03 61.93 58.06 59.08 58.25
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【345.93】 

【74.35】 【58.84】 【272.79】 【59.44】 

    【-】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　浄化槽の耐用年数３０年として計画し、計画策定１０年間は、維持管理費のみを計上し、老朽化に伴い維持管理費の割り増しを考慮した
投資額を用いて計画を行った。

経営理念
　人口減少や節水意識の高まりにより、汚水水量の減少に伴う料金収入の減少が予想される中、下水道事業は村民の生活や村の産業に
直接的な影響を及ぼす基盤事業であると位置づけ、持続的で健全な運営を図りながら、公共水域の水質保全、住民の快適で安全・安心な
むらづくりに貢献することを基本理念とします。

基本方針
　節水意識の向上や節水型機器の普及、使用人口の減少により、汚水水量の減少（＝料金収入の減少）が予想されるため、設置後の経
過年数や利用状況に応じて適切な維持管理に努めます。

　嬬恋村水洗便所改造資金融資制度や嬬恋村住宅改修等助成金制度について周知し、水洗化率の向上に向け積極的な広報活動を行い
ます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　料金収入は、将来も家屋数の変動が無いものとし、一定料金を据え置き、建設を行った施設の維持管理費を繰入金で対応する形で計画
した。
なお、起債については建設予定がないため考慮しないものとする。

なし



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

なし

なし

なし

料金算定システムを６町村（中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町）
で統一してシステムの最適化を図るべく現在、協議会を設置して検討している。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

なし

なし

料金収入の将来予測を今後行い、料金収入の低下による財政状況を見極め、使用料
金の見直し時期を定め、検討していく。

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

経営戦略策定後は、毎年度後に計画値と実績値を検証していき、計画値と実績値が乖離している
状況を確認したら、速やかに見直しを行い、健全な経営状態を維持していくことに努める。

職員給与費に関する事項

なし

動力費に関する事項

なし

修繕費に関する事項

なし

委託費に関する事項

なし

その他の取組

なし

薬品費に関する事項

なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 19,818 20,880 20,880 20,880 20,880 20,880 20,880 20,880 20,880 20,880 20,880 20,880

（１） (B) 12,791 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880

ア 12,791 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880

イ (C)

ウ

（２） 7,027 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

ア 7,027 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

イ

２ (D) 15,401 14,035 14,065 14,089 14,111 14,130 14,149 14,169 14,190 14,210 14,229 14,252

（１） 14,037 12,716 12,801 12,886 12,971 13,056 13,141 13,226 13,311 13,396 13,481 13,566

ア

イ 14,037 12,716 12,801 12,886 12,971 13,056 13,141 13,226 13,311 13,396 13,481 13,566

（２） 1,364 1,319 1,264 1,203 1,140 1,074 1,008 943 879 814 748 686

ア 1,364 1,319 1,264 1,203 1,140 1,074 1,008 943 879 814 748 686

イ

３ (E) 4,417 6,845 6,815 6,791 6,769 6,750 6,731 6,711 6,690 6,670 6,651 6,628

1 (F) 17,100 3,100

（１） 7,000 2,600

（２）

（３）

（４）

（５） 6,000

（６） 1,995

（７） 2,105 500

２ (G) 21,517 8,511 4,230 5,224 6,062 6,416 6,068 5,787 5,851 5,917 5,013 4,791

（１） 18,593 4,611

（２） (H) 2,924 3,900 4,230 5,224 6,062 6,416 6,068 5,787 5,851 5,917 5,013 4,791

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 4,417 △ 5,411 △ 4,230 △ 5,224 △ 6,062 △ 6,416 △ 6,068 △ 5,787 △ 5,851 △ 5,917 △ 5,013 △ 4,791

(J) 1,434 2,585 1,567 707 334 663 924 839 753 1,638 1,837

(K)

(L)

(M)

(N) 1,434 2,585 1,567 707 334 663 924 839 753 1,638 1,837

(O)

(P) 1,434 2,585 1,567 707 334 663 924 839 753 1,638 1,837

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 12,791 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880 12,880

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 88,253 86,952 82,722 77,498 71,436 65,021 58,952 53,165 47,314 41,398 36,384 31,593

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

7,027

4,288

2,739

7,027

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成38年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度
平成29年度

(本年度)
平成30年度 平成31年度

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

110

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

116 114 108 104 102 103収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 108

赤 字 比 率 （ ×100 ）

105 104 104 109

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

平成38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

平成29年度
(本年度)

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息



平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,322 円 3,499 円

4,322 円 3,380 円

4,322 円 3,321 円

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用

嬬恋村下水道事業（個別排水処理）経営戦略

平成11年（18年）

嬬恋村

個別排水処理

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

3,780人/km2

なし

無し

処 理 区 数 1区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

地形的な条件により、特定環境保全公共下水道区域、農業集落排水区域から外れる区域での汚水処理方
法として、浄化槽を設置する（処理方法の最適化）

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本料金（10m3未満2,573円）、10m3を超え30m3まで143円、30m3を超え50m3まで153円、50m3を超えるも
の162円
※過去加入金を安価に設定していたため、平成19年基本料金に1,000円加算して（新規も同様）５年間徴収し
ていた。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

なし

なし

 イ　指定管理者制度

浄化槽の定期点検、維持管理は、民間委託をおこなっている。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　事業開始当初に設置した浄化槽が、設置後15年以上を経過し浄化槽本体の亀裂等の破損が､散見されている。施設の修繕費が近年増
加傾向にあるので、施設の老朽化とともに経費の維持管理経費の増大が懸念される。
　費用が収入を上回るている状態であり、今後の料金収入は横ばいか右肩下がりになると思われる。
　今後施設老朽化に伴う修繕費の増大が見込まれるため、施設維持管理のコスト削減の取り組みに努める必要がある。（経営比較分析表
より抜粋）

職 員 数
下水道関係職員4名

課長１・補佐１・下水係１・庶務１

嬬恋村役場　上下水道課において公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計を運営

なし

なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

 費用が収入を上回るている状態であり、今後の料
金収入は横ばいか右肩下がりになると思われる。
　今後施設老朽化に伴う修繕費の増大が見込まれる
ため、施設維持管理のコスト削減の取り組みに努め
る必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　事業開始当初に設置した浄化槽が、設置後15年以
上を経過し浄化槽本体の亀裂等の破損が､散見され
ている。施設の修繕費が近年増加傾向にあるので、
施設の老朽化とともに経費の維持管理経費の増大が
懸念される。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

(1)各指標の分析
①収益的収支比率について、平成25年度の悪化につ
いては下水道料金特例加算（5年間月千円上乗せ）
がほぼ一斉に終了し、収入が減少したことが影響し
ている。それ以降多少の改善はみられるが、赤字が
続いているため、更に経費の削減に努める必要があ
る。
④企業債残高対事業規模比率について、類似団体と
比較し低い水準で推移しており投資規模は適切と思
われる。
⑤経費回収率について、類似団体と比較し高い水準
で推移しているが,今後の施設更新投資を見据え経
費の削減に努める必要がある。
⑥汚水処理原価について、類似団体と比較し低い水
準となっているが、個々の浄化槽の状況を把握し効
率的な施設管理を行っていく必要がある。
⑦施設利用率について、類似団体と同様な推移をた
どってきていいるが、建設基準法に則り施設規模決
定が行われるため、実際の使用水量と施設規模との
乖離があり低率になっていると考えられる。
⑧水洗化率については、接続を前提に浄化槽を整備
しているため100％である。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 1.93 100.00 4,322 189 0.05 3,780.00 【】

29.34 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 個別排水処理 L2 9,906 337.58

経営比較分析表
群馬県　嬬恋村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 - - - - -

平均値 - - - - -

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 91.17 98.33 74.60 91.23 91.02

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

①収益的収支比率(％) 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 327.42 392.48 607.99 214.60 201.63

平均値 844.96 862.78 803.29 701.33 663.76

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 99.92 84.33 69.97 76.14 78.25

平均値 51.86 54.55 56.63 53.48 53.76

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 212.99 212.79 250.03 221.99 212.18

平均値 297.51 275.65 272.66 277.29 275.25

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 54.44 58.89 57.78 55.56 56.67

平均値 55.42 58.58 58.82 52.52 54.14

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 74.29 72.31 71.76 84.94 84.69

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【623.71】 

【80.35】 【51.98】 【295.51】 【51.88】 

    【-】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

料金収入は、将来も家屋数の変動が無いものとし、一定料金を据え置き、建設を行った施設の維持管理費を繰入金で対応する形で計画し
た。
なお、起債については建設予定がないため考慮しないものとする。

なし

浄化槽の耐用年数３０年として計画し、計画策定１０年間は、維持管理費のみを計上し、老朽化に伴い維持管理費の割り増しを考慮した投
資額を用いて計画を行った。

経営理念
　人口減少や節水意識の高まりにより、汚水水量の減少に伴う料金収入の減少が予想される中、下水道事業は村民の生活や村の産業に
直接的な影響を及ぼす基盤事業であると位置づけ、持続的で健全な運営を図りながら、公共水域の水質保全、住民の快適で安全・安心な
むらづくりに貢献することを基本理念とします。

基本方針
　節水意識の向上や節水型機器の普及、使用人口の減少により、汚水水量の減少（＝料金収入の減少）が予想されるため、設置後の経
過年数や利用状況に応じて適切な維持管理に努めます。

　嬬恋村水洗便所改造資金融資制度や嬬恋村住宅改修等助成金制度について周知し、水洗化率の向上に向け積極的な広報活動を行い
ます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

経営戦略策定後は、毎年度後に計画値と実績値を検証していき、計画値と実績値が乖離している
状況を確認したら、速やかに見直しを行い、健全な経営状態を維持していくことに努める。

職員給与費に関する事項

なし

動力費に関する事項

なし

修繕費に関する事項

なし

委託費に関する事項

なし

その他の取組

なし

薬品費に関する事項

なし

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

なし

なし

料金収入の将来予測を今後行い、料金収入の低下による財政状況を見極め、使用料
金の見直し時期を定め、検討していく。

使用料の見直しに関する事項

なし

なし

なし

料金算定システムを６町村（中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町）
で統一してシステムの最適化を図るべく現在、協議会を設置して検討している。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 4,866 6,626 6,626 6,626 6,626 6,626 6,626 6,626 6,626 6,626 6,626 6,626

（１） (B) 3,127 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126

ア 3,127 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126

イ (C)

ウ

（２） 1,739 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

ア 1,739 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

イ

２ (D) 3,857 3,917 3,976 4,034 4,092 4,150 4,207 4,264 4,320 4,375 4,430 4,485

（１） 3,351 3,436 3,521 3,606 3,691 3,776 3,861 3,946 4,031 4,116 4,201 4,286

ア

イ 3,351 3,436 3,521 3,606 3,691 3,776 3,861 3,946 4,031 4,116 4,201 4,286

（２） 506 481 455 428 401 374 346 318 289 259 229 199

ア 506 481 455 428 401 374 346 318 289 259 229 199

イ

３ (E) 1,009 2,709 2,650 2,592 2,534 2,476 2,419 2,362 2,306 2,251 2,196 2,141

1 (F) 480

（１）

（２） 480

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 1,489 1,514 1,539 1,565 1,591 1,618 1,645 1,673 1,702 1,730 1,727 1,756

（１）

（２） (H) 1,489 1,514 1,539 1,565 1,591 1,618 1,645 1,673 1,702 1,730 1,727 1,756

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 1,009 △ 1,514 △ 1,539 △ 1,565 △ 1,591 △ 1,618 △ 1,645 △ 1,673 △ 1,702 △ 1,730 △ 1,727 △ 1,756

(J) 1,195 1,111 1,027 943 858 774 689 604 521 469 385

(K)

(L)

(M)

(N) 1,195 1,111 1,027 943 858 774 689 604 521 469 385

(O)

(P) 1,195 1,111 1,027 943 858 774 689 604 521 469 385

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 3,127 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126 3,126

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 28,156 26,643 25,104 23,539 21,947 20,329 18,684 17,011 15,309 13,579 11,852 10,096

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1,739

1,515

224

480

480

2,219

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成38年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度
平成29年度

(本年度)
平成30年度 平成31年度

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

106

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

122 120 118 117 115 113収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 91

赤 字 比 率 （ ×100 ）

112 110 109 108

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

平成38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

平成29年度
(本年度)

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息


